
第17号様式（第25条関係）（１面）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

環 境 管 理 事 業 所 認 定 申 請 書                

○年○月○日 

神奈川県知事殿 

郵便番号 〒231-8588 

住  所 神奈川県横浜市日本大通１ 

氏  名  ○○株式会社 

代表取締役 神奈川太郎       

代理人の職・氏名 

○○株式会社 △△工場 

工場長   神奈川次郎     

 

神奈川県生活環境の保全等に関する条例第18条第２項の規定により環境管理事業所として認定を受

けたいので、関係書類を添えて申請します。 

指
定
事
業
所
の
名
称
等 

許 可 番 号 ○第○○○号 
根
拠
等 

☑ 条例第３条第１項（○年○月○日） 

□ 条例第15条第１項（  年 月 日） 

□ 条例第17条第７項（  年 月 日） 

□ 条例附則第３項 

□ 条例附則第５項 （  年  月  日） 

名 称 ○○株式会社 △△工場 

所 在 地 神奈川県○○市○○１－３ 

環 境 管 理 ・ 
監 査 の 体 制 

別紙○（組織図）のとおり 

環 境 に 関 す る 方 針  

別紙○（環境方針）のとおり 

審 査 を 行 っ た 審 査 

登 録 機 関 の 名 称 

○○○○機関 

（別紙３登録証のとおり） 

登 録 の 状 況 ☑ 登録済  □ 申請中 

 
登 録 番 号 

 

○○○－□□□□－△△△△ 

（ISO14001） 

登 録 の 有 効 期 限 
（ 予 定 を 含 む 。） 

○年○月○日 

（   年  月  日 審査登録書の写し提出予定） 

登 録 の 範 囲 

○○株式会社 △△工場 

神奈川県○○市○○１－３ 

デバイスの設計・開発、製造及び販売 

工場長等を代理人とすることができます。代

理人申請を行う場合は、委任状を添付してく

ださい。担当者名ではなく、委任を受けてい

る工場長等の職・氏名を記入してください。 

法人の名称及び住所、法人の代表

者の氏名を記入してください。 

なお、代理人申請をする場合も必

ず記載してください。 

記入項目に対して資料を添付す

る場合は、該当欄に参照する資

料名を記入してください。 

環境管理事業所として初めて認定申請

する場合は、環境マネジメントシステ

ム(ISO14001等)に登録されていること

が必要となりますが、登録期限満了後

に再度環境管理事業所の認定を受けよ

うとする場合には、当該申請の段階で

ISO14001等の登録証が交付されていな

くても、「申請中」として次期ISO等登

録申請書の写しを添付することで環境

管理事業所の認定申請ができます。 

登録証には、申請する指定事業所

の全体（敷地範囲、活動内容）が

含まれていることが必要です。 

「環境管理・監査の体制」～「登録の範囲」欄には、環境マネジメントシ

ステムに関する内容を記入してください。 

「審査を行った審査登録機関の名称」～「登録の範囲」欄には、環境マネ

ジメントシステム登録証に記載されている内容を記入してください。 

指定事業所となったときの許可番号、

許可年月日を記入してください。不明

な場合はお問合せ下さい。 
【参考：許可の根拠条項】 
第３条第１項：設置許可 
第15条第１項：現況届出によるみなし許可 
第17条第７項：災害時の特例措置設置届出に
よるみなし許可 
附則第３項：旧条例（H10年4月1前）の設置許
可によるみなし許可 
附則第５項：条例制定時の既設届出によるみ
なし許可 



（２面） 

条例第27条の規定

による排煙の測定

結果（３年分） 

別紙○のとおり 

条例第31条の規定

による排水の測定

結果（３年分） 

別紙○のとおり 

条例第40条の２の

規定による安全性

影響度の評価結果 

（３年分） 

○年度～○年度 

総合ランク：Ⅶ－４ 

（別紙○のとおり） 

安全性影響度の低

減について講じた

措置の概要 

「化学物質管理目標」を設定し、毎年達成状況の確認を行っている 

工程の見直し実施により随時使用量削減を検討する 

（別紙○のとおり） 

事故発生の有無 □ 有（  年  月  日発生）  ☑ 無  

発 生 し た 

事 故 の 概 要 

 

土壌汚染の有無 

□ 有（  年  月  日確認）  ☑ 無  

土壌汚染状況調査：□ 実施済（  年  月  日） ☑ 未実施  

特定有害物質使用事業所：   ☑ 該当  □ 非該当 

ダイオキシン類管理対象事業所：□ 該当  ☑ 非該当 

土壌汚染の拡大を

防止するために必

要な措置の概要 

 

環境汚染の有無 □ 有（  年  月  日発生）  ☑ 無  

環境汚染の拡大を

防止するために必

要な措置の概要 

 

安全性影響度の評価方法に関する詳細は、以下の

ＨＰでご確認いただけます。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/pf7/tyouse

i/kagaku/jyourei_annzennsei.html 

「化学物質の安全性

影響度の評価に関す

る指針」中４を参考

にしてください。 

「事故発生の有無」、「土壌汚染の有無」及び「環境汚染の有無」

の有に該当する場合は、「概要」欄に内容を記入してください。 

土壌汚染対策法第２条第２項に規定

する土壌汚染状況調査を指します。 

条例上の測定義務が適用されるものについてのみ、３年分以

上の測定結果（基準値を併記したもの）を添付してください

（条例に基づかない自主的な測定の結果は不要です）。なお、

測定結果は計量証明を受けたものでなくても構いません。 

また、ガス専焼ボイラーから排出されるばいじん等、測定が

５年に１回のものは直近の測定結果を添付してください。 

測定義務が適用されない場合には、「該当施設なし」又は「公

共下水道接続」等と記入してください。 

土壌汚染状況調査の実施の有無とは別に、「特定有

害物質使用事業所」及び「ダイオキシン類管理対

象事業所」への該当の有無を記入してください。 

「環境汚染」とは、施行規則別表第17左欄に定める物質について、同

表中欄に定める基準値を超えるおそれがあると認める汚染が発生した

場合をいいます。 



（３面） 

添 付 書 類 

☑ 環境管理・監査の体制に係る組織図 

☑ 環境に関する方針 

☑ 環境マネジメントシステム審査登録書の写し 

□ 登録申請書の写し（登録の状況の欄が「申請中」である場合に限る。） 

☑ 排煙測定結果書 

☑ 排水測定結果書 

☑ 安全性影響度評価書 

☑ 安全性影響度低減に関する概要書 

□ 土壌汚染又は環境汚染の拡大を防止するために必要な措置の概要書 

☑ 誓約書（第17号様式の２） 

□ その他（                         ） 

連
絡
先 

担当部課等名 環境安全推進課 

担当者氏名 ○○ ○○ 

電 話 番 号 ○○○－○○○－○○○○ （内線）×××× 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 

２ 登録の有効期限（予定を含む。）の欄には、登録の状況の欄が「申請中」である場合は、

予定年月日を記入するとともに、審査登録書の写しの提出予定年月日を記入してください。 

３ 条例第27条の規定による排煙の測定結果及び条例第31条の規定による排水の測定結果の欄

には、当該規定の適用がある場合に記入してください。 

４ 「土壌汚染の有無」及び「環境汚染の有無」の欄には、既に確認している内容を記入して

ください。なお、申請に当たって、新たな調査を求めるものではありません。 

５ 添付書類の欄には、添付した書類については□内にレ印を記入し、その他の書類を添付した場合は、

その添付した書類の名称を（      ）内に記入してください。 

６ 代理人が申請する場合には、当該代理人が当該申請についての権限を有することを証する書類を提

出してください。なお、一定の場合には当該書類の提出を省略することができますので、係員にお尋

ねください。 

 すでに委任状が提出され、委任されている権限等（委任者、

受任者、委任内容など）に変更が無い限り、その提出は省略

することができます。なお、必要に応じて、既に提出された

委任状の写しを添付します。詳細はお問い合わせ下さい。 

添付する資料の項目にレ印

を記入してください。 


